
 

 

様式第７号-２（第１４条関係） 

 

令和  年  月  日 

 

補助事業概要書 

（再生手法の比較検討費補助） 
 

１ マンションの基本情報 

敷地面積※     ㎡ 

建築面積※     ㎡ 

延床面積※     ㎡ 

専有面積※     ㎡ 

容積率     ％ 

建蔽率     ％ 

区分所有者数※     人 

用途地域         地域 

防火・準防火地域         地域 

その他の地区         地区 

指定容積率     ％ 

指定建蔽率     ％ 

（記入上の注意）※印の項目は、申請時の補助事業概要書と同様の項目になります。 

 

２ マンションの詳細情報 

（１）用途別調書 

用途 戸数 区分所有者数 延床面積 専有面積 

住宅     戸     人     ㎡     ㎡ 

店舗     戸     人     ㎡     ㎡ 

事務所     戸     人     ㎡     ㎡ 

その他     戸     人     ㎡     ㎡ 

計     戸     人     ㎡     ㎡ 

 

（２）棟別調書 

棟名 戸数 区分所有者数 延床面積 専有面積 

     戸     人     ㎡     ㎡ 

     戸     人     ㎡     ㎡ 

     戸     人     ㎡     ㎡ 

     戸     人     ㎡     ㎡ 

計     戸     人     ㎡     ㎡ 



 

 

３ 補助事業に関する事項 

（１）補助事業の基本情報 

検討状況・ 

課題認識 

 

 

 

 

 

 

検討方針 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査・検討項目 

 項目 事業内容 実績内容 

□ ① 現状調査 

 

 

 

 

□ ② 
区分所有者等の 

意向調査等 

 

 

 

 

□ ③ 改修の手法検討 

 

 

 

 

□ ④ 
マンションの建替えの 

手法検討 

 

 

 

 

□ ⑤ 
マンションの更新の 

手法検討 

  

□ ⑥ 
マンションの再建の 

手法検討 

  

□ ⑦ 
マンション敷地売却の 

手法検討 

 

 

 

 

□ ⑧ 

マンション 

除却敷地売却 

の手法検討 

  

□ ⑨ 
敷地売却の 

手法検討 

  



 

 

□ ⑩ 
敷地分割の 

手法検討 

 

 

 

 

□ ⑪ 再生手法の比較検討 

 

 

 

 

□ ⑫ 

事業協力者の 

導入の可能性の 

検討 

 

 

 

 

□ ⑬ 

管理組合における 

再生検討組織の 

運営支援 

 

 

 

 

（記入上の注意）①～⑬のうち、該当するものの□欄を □ のようにチェックしてください。 

４ マンションの写真 

外観 内観 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※写真を別添とする場合にはその旨記載してください。 


